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日本 の鉄 鋼企業 は,原 料の鉄 鉱石 を多数の商社 をつ う じて輸 入 ・調達 して い
る。鉄鉱石輸 入業務 は,1950年代 には鉄鋼専 門商社が お こな っていたが,60年
代 に総 合商社 の シェアが上昇 し,以 後総 合 商社 が担 うよ うにな った11。本稿 の
課題 は,総 合商社が鉄鉱石輸入業務 を獲得 ・集 中す る過程 の分析 をつ う じて,
総合商社 が 日本の企業 間取引 において果た してい る役割 を明 らか にす る ことで
あ る。
総 合商社 は,た んに特 定商 品分野 の取引 をお こな う専 門商社 とは異 な り,取
引商 品分野 も多様であ り,資 金や運搬手段 な どの調達 能力 を もっている。総 合
商社が これ らの機 能 を発揮 で きるの は,継 続 的な取引 関係 をつ う じて多 くの巨
大企業 とのあ いだに多面的 ・体系 的な結合関係 を形成 してい るか らであ る。総
合商 社がつ く りだ してい る多面的 な企業間結 合 の集積 こそ専門商社 にたいす る
総合商社 の競争 力要因であ り,巨 大企業 にたい して総合 商社が独立 した対等 の
取引相手 と しての地位 を獲得 で きる根拠 であ ると考 え られ る。
鉄 鋼専門商社 はいずれか の鉄鋼企業 とのあ いだで固定的取引 関係 をつ う じた
系列 関係 にあ り,総 合商社 との関係 では鉄鋼 企業の利害 に規定 され て行動 して
1)1993年度現在,鉄 鉱石輸入を手掛 けてい る商社は27社にのぼ るが,取 扱高で1位 から6位 まで
を六大総合商社が占めてお り,そ のシェアは75.5%である。
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い る。 したが って鉄鉱石輸入業務 をめ ぐる総合商社 と鉄鋼専門商社 との競争 は,
総合 商社が鉄鋼企業 にたい して独立 した対等 の取 引相 手 としての地位 を獲得 す
る こ とをめ ぐる競争 であ った。鉄鋼企 業は,鉄 鋼専 門商社 をつ うじての鉄鉱 石
輸入が 限界 に直面 したため総合商社 の利用 を選択 した。総合商社 は,専 門商社
には ない多様 な企業間結 合 関係 を利 用 して鉄鋼企 業に必要 な条件 を提供 した。
この結 果,鉄 鉱石輸 入業務 は総合商社 が担 うよ うにな った。 これ は鉄鋼企業 と
総 合商社 との相互依存 ・協調 の側面,両 者の利害 の一致 をあ らわ してい る』。
本稿 の叙述 は以下 の順序 でお こな う。1節 で は,60年代 に起 こった鉄鉱石 輸
入 をめ ぐる客観的条件の変化について述べ る。H節 で は,50年代 の鉄鉱石 開発
輸入 の形態が 限界 に直面 して,鉄 鋼企業が総合商社 を利用 せざ るを えな くな る
過程 を分析す る。最後 に 皿節で は,鉄 鋼専 門商社が没落す る過程 の分析 をつ う
じて,総 合商社 の固有の役割 を明 らかにす る。
11960年代 における鉄鉱石輸 入の条件 変化 と総合商社
1)1950年代 の鉄 鉱 石 輸 入 と商 社
第1表 は65年度 の鉄 鉱 石 輸 入 商社 で あ る。 三 井物 産 ,三 菱 商事 の先 発総 合 商
社2社 が 最 上 位 に あ るが,丸 紅3,,伊藤 忠 な ど そ の他 の総 合 商 社 は 下 位 商 社 群
の なか に位 置 して い る。 また,第2表 に よれば ,60年代 初 頭 まで の 鉄 鉱 石 開 発
















商 社 取扱高 商 社 取扱高
① 三 井 物 産 9,488(24.4)⑩ 東 西 金 属 1,294(3.3)
② 三 菱 商 事 7.282(ユ8.8) ⑪ 住 友 商 事 1,232(3.2)
③ 東 通 2,790(7.2)⑫ 日 商 995(2.6)
④ 大 倉 商 事 1、9ユ9(4.9) ⑬ 垣 内 商 事 971(2.5)
⑤ 東 南 貿 易 1,747(4.5)⑭ 岩 井 産 業 854(2.2)
⑥ 江 商 1、629(4.2) ⑮ 東 洋 棉 花 686(1.8)
⑦ 山 本 商 店 1,449(3.7)⑯ 口 綿 実 業 546(1.4)
⑧ 丸 紅 飯 田 1,447(3.7)




の鉱 山企業 を別 にすれ ば,木 下商店(60年木 下座商 と改称),東 京通 商(65年
東 通 と改称)な どの鉄鋼専 門商社,お よび当時 の巨大貿易商社で あ った江南 な
どのいわ ゆる 「関西五綿」5〕であ る。
65年度 にはすで に木下産商 は三井物産 に吸収 されて お り,ゴ ア鉄鉱石 の融資
買鉱 にと りくんでいた岸本商店 も大倉商事 に吸収合併 されて いるので,そ れ以
前 において は鉄鋼専 門商社 の比重は さ らに高か った と推測 され る。50年代 の鉄
鉱石 開発 輸入 は鉄鋼専門商社,総 合商社 な ど各種貿易商社 を利用す る とい う形
態で行 われていたが,現 在 と比較 して鉄鋼専 門商社の比重が高い点 に特 徴が あ
る。利 用 され る鉄鋼 専門商社はいずれか の鉄鋼企業 とのあいだで固定的取引 を
中心 とす る系列 関係 にあ る。
2)1960年代 におけ る鉄鉱石輸 入の条件変化
60:年か らの第三次鉄鋼 合理化 計画 に もとつ く鉄 鋼増産,そ れ に ともな う鉄鉱
石 需要 の拡大,お よび60年12月の オー ス トラ リア政府 による鉄鉱石輸出解 禁 は,
＼後半以後支配的形態 とな る。
5)こ れ らの繊維専門商社 の性格,位 置づ けについては別稿に論 じる予定であ る。
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第2表 鉄鉱石開発輸入 プロジェク トの事例
同 融 資買鉱(1960年代初 頭まで)
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木下商店
..一 ■ 噛 一..■ ■..「 一
木下商店
ユ,000千ドル
..一 一.幽.■ ■ 一-「 「 ■ 「--
1,800千ドル
..■ 匿...¶ ¶ 一 一.一..幽 「
400千ドル
シブゲイ SamarMiningCo. 南洋 58/11南洋物産 300千ドル
香 港 馬 鞍 山 大公洋行 木下 52/10 日鉄鉱業 2,009百万円
カナダ ゼ バ ロス Zebai【。sMiningCo. 木下 63/ユ0木下座商 1.570千ドル
注*)CSAは プラン ト輸出団体Centra【SupplyAgen⊂yの略。実務担当は神戸製鋼。
出所)科 学技術庁資源調査会 「鉄源に関する調査報告』1964年,西尾滋編 『海外鉄鉱資源の開発1
(アジア経済調査研究双書133.集)アジア経済研究所,1967年,田部三郎 「鉄よ永遠 に一 一
日本鉄鋼原料史 〔上巻)鉄 鉱石編 ユ産業新聞社,1982A,,などによ り作成。
日本 の鉄鉱石輸 入の条件 を根本的に変化 させ た。
客観 的条件の変化の 第一 は,輸 入先の多元化 ・遠 距離化で ある。50年代 にお
いては鉄鉱石の年 間輸 入量 は まだ1、000万トン61に満たず,フ ィ リピ ン,マ レー
シアな ど東南 ア ジアの比較 的小規模 な鉄 鉱山か らの輸入で まかなえた。 ところ
が,60年代 に鉄 鉱石需要 は急激 に増 大 し(第1図),既 存供給 源の 鉱量 枯渇 と
6>本 稿 で 「ト ン」 は,と くに 指 摘 の な い か ぎ り,鉄 鉱 石 に つ い て はWMT(WetMetricTon;
湿 量 メ ー トル ・ ト ン),粗 鋼 に つ い て はMT(メ ー トル ・ トン)を 指 す 。
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1950 556065 70 (73)76年
資料)大 蔵省 『通関統計1。
出所)日 本鉄鋼連盟 『鉄鋼統計要覧』各年度版より作成。
もあ い ま って,新 た な供 給 源 の 開拓 が 必 要 とな った 。 輸 入 量 は1億 トンを超 え
る まで に急 増 し,供 給 源 は世界.各地 へ と多 元 化 した(第2図) 。 オー ス トラ リ
ア,南 米(と くに ブ ラ ジ ル),イ ン ドは この 時期 に三 大 供 給 源 と呼 ばれ る よ う
に な り,そ れ 以 来現 在 まで 大 き な比 重 を維 持 して い る 。
供給 源 の遠 距離 化 に と もない,鉄 鉱石 の輸送 コス ト削減が 日本鉄 鋼産業 に
とって大 きな課題 とな った。 ヨー ロ ッパの製鉄 国は アフ リカや南 米を主要 な供
給 源 としてい る・ アメリカは消費鉄鉱石 の6割 以上 を自給 しつつ,不 足分 は南
米 にあ る,鉄 鋼企 業の キ ャプテ ィプ ・マ イ ン(自 社鉱 山)に 依存 してい る
。 と
ころが 日本 は,鉄 鉱石 の輸入依存度が製鉄国 中 もっ とも高い うえに,三 大供給
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(CIF"価格)中 に占め る フレ・一 ト(海上 運賃)の 比重 が大 きいた め,日 本
鉄鋼企業 の国際競争力 は原料 コス トによって制約 され ていたので ある。 ことに,
62年4月には新 た にイ タビラ 〈ブラジル〉鉄鉱石の第一 次長期 契約が締結 され,
南米鉄 鉱石 の輸 送 コス ト削減 は緊急の課題 とな った。
第二 に,輸 入 の方式 に も大 きな変化が あった。50年代 においては,い まだ小
規模 な粗鋼生産 に見合 って,東 南 ア ジアの鉄鉱石 を単純買鉱,融 資買鉱 の形態
に よって輸 入 していたが,60年代 に入 るとオー ス トラ リアをは じめ と して大規
模 な鉄 鉱山開発 プロジェク トがあいつ ぎ,開 発参加方式 に よる輸入 が増大す る
(第2-b表)。大規模 プロジェ ク トは多様 な機能 を必 要 と し,開 発 輸入 に要 す
る投 融資の規模 は著 しく膨 張 した。 また,50年代 には各鉄鉱山 ご とに山元一 輸
入商社一 鉄鋼 企業 の排 他 的取 引関係 が多か ったが,鉄 鉱山 の大規模 化 に とも
な って複数 の鉄 鋼企業 によ る共同購入 の体 制が とられ るようにな った。
7)外 国 貿 易 に お い て は,売 手 と買 手 と の あ い だ の コ ス トと リス クの 負 担 の 移 転 は 慣 習 的 に い くつ
か の 定 型 取 引 条 件 に の っ と って お こ な わ れ る 。 代 表 的 な も の に,FOB(FreeonBoard;本船 渡









), 東 通 55/7 鋼管鉱業..一一一一585千Mド ル(39.0%)





丸 紅 60/1 丸紅飯田 294千Mド ル(49%)
























































































「アンイ ンクJV」(UnincorporatedJointVenture)とは:,独 立 した法人を もたない合弁注3)事業
の形態。
西尾滋編 「海外鉄鉱資源の開発」(アジア経 済調査研究双書133集)アジア経済研 究所 ,出所)1967年
,田 部三郎 「鉄 よ永遠に一 日本鉄鋼原料史(上 巻)鉄 鉱石編」産業新聞社,1982年,加藤勲 「








































メ リカ 西 ドイ ツ イギ リス イ タ リア フ ラ ンス
、400 2,100 1,900 2,400 1800叶
,300 2,200 2,000 2,700 1,600
,400 2,300 2,000 2,700 1,900
,500 2,600 2000冒 3,100 2,000
,700 2,600 2,000 2,900 1,900
.500 2,900 2ユ00卜 3,300 2,100
,400 3,000 2,100 3,600 2,400
,200 2,600 2100, 3800「 1900,
,ユ⑪0 2,900 2200P 3,820 2,970
,ユ40 3,000 2200, 35601 2,710,
:マイル/ト ン
日本鉄鋼連盟。
田部三郎r鉄 よ永遠に一El本 鉄鋼原料史(上 巻)鉄鉱石編」産業新聞社,1984年,242ペー
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住 友 商 事 ⑪ 1,232 ⑤ 2,935 ⑤ 5,482 ⑥ 6,867
(3,2) (4.4) (5,2) 〔5,8)
6社計 22,676 48,566 73,872 84,968
(58,5) (73,2) (70.2) (71.8)
総輸入 38,769 66,391 105,299 118,422
(100.0) (100.0) (100.0) (100,0>
年 度 1972 1973 1974 ユ975
三 井 物 産 ① 24,795 ① 3ユ,932 ① 33,400 ① 32,792



































































九内数字 は商佐取抜商順位gカ ッコ内はシ轟ア 〔%)
「日商岩井」 は1968年度 まで は日商 と岩井産業 との合計値。
「輸入鉄鉱石年鑑」 テ ックスレボ」 ト,客年版よ り作成gた だ し65年度は第1表 に同 じ。
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この よ うな客観的条件 の変化 に対応で きた のは総合商社であ った。 第4表 に
よ る と65年度 の段 階で は(後 の)六 大総 合 商社 の取 扱 による鉄 鉱石輸 入 は約
2,300万トン,58.5%であ ったが,70年度 には約7,400万トン,70%強とな り,
それ 以後70～75%前後で推 移 してい る。65年度以前 は総合 商社 の取扱比 率 はお
そ ら くよ り小 さか った と推測 され るので,鉄 鋼専 門商社の地位 の低 下お よび総
合商社へ の集 中傾 向は明 らかであ る。次第 で は総合 商社 の行動 を分析 し,そ の
理由 を検 討す る。
111960年代後半 にお ける総合商社 の行動
1)幹 事 商社 体制の確 立
鉄鋼企 業は,設 備投資,資 金調達 な どをめ ぐっては互い に激 しく競争 して い
るが,原 料確 保 について は外国鉄鋼 企業 との国際競争力保持 のため に共 同購 入
をお こな ってお り,相 対 的 に協調的で あ る。つ ま り,鉄 鋼企業 は鉄鋼原料輸入
を 日本鉄鋼企業総体 の立場でお こない,相 互 に平等な競争条件 を提供 しあ って
い る。
海外鉄鋼原料開発 プロ ジェク トは欧米資源企業 を含む国際 コンソー シアム形
態 をとるのが一般的であ るが,そ の さい 日本側企 業を代表す るの は鉄鋼企業で
あ り,総 合商社で はない。 この意味で 山元 は どの ような商社 が対 日輸 出の窓 口
となるか には無関心であ る。 また山元 と日本鉄鋼 企業 との関係 は,前 者 は鉄鋼
生産 に必要 な大量 の鉄鋼原料 を後者 に供給 し,後 者 は大規模 に産出 され る鉄鋼
原料 に見合 った市場 を前者 に提供す る とい う,利 害の一致に もとつ く協調 関係
にあ る。
少数 の大規模鉄鉱 山か ら日本鉄鋼企業が共同購 入す るようにな った結果 ,輸
入業務 が多数の窓 口商社 に分散 され,そ れ らの上 に1～2社 の幹事商社がお か
れ 嶺 うにな ・た・船 商社 に と・て,幹 事商社 となることは当該鋤 の輸入
取 扱におい てプライオ リテ ィを事 実上保証 され るとい うこ とを意味す る。 した
が・て総舗 社舗 は大規模プ・ジ・クトの鱒 商社の地位をめぐ。て競争し,
76(404)M154巻 第5号
70年代 前 半 に は鉄 鉱 石 供 給 源 の 「分 割 」 が ほぼ 終 了 した助。
2)コ ンビネーシ ョン輸送の組 織 一 三菱商事 の場合
鉄 鉱石供給源 の遠距離化 ・多元化 にと もな う海上輸送費削減 の課題 にたい し
て,日 本鉄鋼企業 は,専 用船 の就航 によって世界海運市況 の変動 の影響 を受 け
ない よ うにす る,専 用船の大型化に よって規模 の利益 を追 求す る,な どの手段
を とったが,と りわ け南米鉄鉱石について は兼 用船 を利用 した コ ンビネー シ ョ
ン輸 送の実施が決定的であ った。 ここで は三菱商事 に よるコンビネー シ ョン輸
送 の実 現9,につ いて考察す る。
三菱 商事 は54年に再 合同 して以来,鉄 鉱石輸入で木下商店 と ユ,2位 を争 う
存在 とな り,三 井物産 が64年に木下 産商 を吸収 して以 降は80年代 まで 同社 に次
いで2位 で あ る。 三菱 商事 は,総 合商社 と しては もっ とも早 く,59年に三菱 鉱
業 との共 同出資で チ リの アタカマ鉄鉱 山の 自主 開発 を手が けた のをは じめ と し
て,南 米 の有 力な供給源 に重点 をおいて い る(第5表)。
三菱商事製鉄原料部 は,ブ ラジ.ル航路で は 日本か ら南米 までの往路 が空 船 と
なるこ とに注 目し,空 船航行期 間の短縮 によるコス トダウ ンを計画 した。す な
わ ち,65年10月にジグナル ・オイル社,日 本郵船 とのあいだで構 想をま とめた
三 角輸 送で あ る。両社 はそれ ぞれ75型(7万5,000DWTIoD鉱油兼 用船 「筑
紫 丸」 お よび 「M.C.Mosher」を建 造 し,三 菱商事 とのあいだ で用船 契約 を
結 んだ。2隻 の兼 用船 は中東 原油 の ヨー ロ ッパ向け輸送 とブ ラジル鉄鉱石 の 日
本 向け輸送 とを組 み合 わせた コースを循環す るL"。
8)幹 事商社の具体的茱務,お よび60年代後半か ら70年代初頭 にか けての,総 合商社間の幹事商社
の地位をめ ぐる競争の経緯 とその結果については,拙 稿 「総合商社の鉄鉱石商権 と競争」京都大
学:経済学 会re済 論叢」第149巻第4・5・6号,1992年4・5・6月,を参照されたい。
9>鉄 鉱石 の対 日輸入の場 合,山 元 との取引条件は一部 の例外 を除いてFOBで お こなわれている
が,こ のことは積 出港か ら先 の輸送 コス トとリスクを買手である日本鉄鋼企業が負担することを
意味する。 したが って,輸 送船の手配 は鉄鋼企業の輸入実務 を代行 している商社がお こな うこと
にな る。
10)DWT(DeadWeightTon;重量 トン.)とは輸送船の規模(船 型)の 単位で,積 荷の積載可能
重量 限度に船舶自身の重量 を加えた ものを表す。
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第5表 主要商社 別 ・供給源別鉄鉱石輸入取扱高(1972年度)
(単位1千 トン)
商 社 豪州 南米 イ ン ド・ゴ ア アフリカ 東南ア 北米 その他 合計
①三井物産 8,6785,8693,1105,215 1,394 一 529 24,795
②三菱商事 8,1086,088 785 245 853 ユ,635 一 17,715
③丸 紅 8,8014,148 459 71 480 一 27 13,986
④ 日商岩井 2,606 3,531 2,028 780 一 一 25 8,970
⑤伊 藤 忠 3,907 955 1,552 ユ35 23 130 3 6,705
⑥住友商事 3,501 240 1,188 726 343 一 33 6,031
⑦ トー メ ン 1,129 439 376 1,389 90 1,052
一 4,475
⑧山本産業 1,222 95 1,185 609 820 一 18 3,949
⑨東南貿易 480 10 1,0131,163 50 500 一 3,216
⑩大倉商事 143 20 2,929 110 一 一 5 3,207
総輸入 46,16322,157王8,36311,8285,194 3,318 1,980108,940
注)「 東南ア(=東 南 アジア)」には砂鉄 を含む。「その他」は北欧 社会主義諸国など。
出所)『 輸入鉄鉱石年鑑jテ ックス レポー ト,1972年版 より作成。
鉱油兼用船 を用 いての三角輸 送は,ア フ リカ鉄 鉱石 の 日本へ の輸送,中 東原
油の南北 アメ リカへ の輸送 など,組 合 せのバ リエー シ ョンを展 開 した。 三角輸
送 は鉄鉱石 の遠距離 海上輸送費 を確 実 に削減 し,そ の輸入増大 の条件 をつ くり
だ した。 第3図 に よれば,60年代後半の ブラジル鉄鉱石 の下落幅 は平均値 よ り
も大 きい。 ここに コ ンビネーシ ョン輸送の効果 の一端が表れ てい る。
その後,兼 用船 について も船型の大型化 が進 み,72年には26万DWTの もの
U)三 菱 商事 「三菱商事社 史」下巻,:[986年,273ページ。三菱商事はその後ペ トロプ ラス社(ブ
ラジル石油公社)と のあいだで も同様の三角輸送 を成立させた。また,68年には同社燃料部 と鉄
鋼 部が,日 本郵船,ジ ャパ ンライン両社 と提携 し,日 本向げオース トラリア ・ペ レットとオース
トラリア向けスマ トラ原油のコンビネーション輸送を実現 し,輸 送費を2割 削減 した(同 上書,
571ペー ジ)。
ただ し,コ ンビネーシ ョン輸送の実施 のためには,寄 港地が増えるうえに安全のため に船底か
ら石油 を抜 き取 ったうえで水で満たさねばならず,し たが って停泊 日数が増えるとい う新た なコ
ス ト要 因を もた らす。ブラジル航路の場合は遠距離であるのでこのコス ト増を空船航行期間短縮
によるコス ト減で十分まかなえるが,相 対的に近距離なオース トラリア航路においては,船 型の
大型化や コンピュー タ管理 による自動化 が進むにつれ て航行のコス ト減が進んだ ため,コ ンビ













が 計 画 造 船 され る にい た った 。 第6表 にみ る とお り,ブ ラ ジ ル鉄 鉱 石 の輸 送 コ
ス ト低 減 は兼 用 船 の大 型 化 とあ い.まって そ の効 果 を増 大 した 。
と はい え,そ れ も当 初 の7～9万DVJT級 の鉱 油 兼用 船 の利 用 に 成 功 した か
ら こ そ 可 能 とな っ た もの で あ る。 前 述 の 「筑 紫 丸 」 「M.C.Mosher」は と も に
八幡 製 鉄,富 士 製 鉄(7ユ年 に 合 併 して新 日鉄 とな る),日 本 鋼 管,住 友 金 属 の
4社 の鉄 鉱 石 積 荷 保証 を条 件 に三菱 重工 が 計 画 造 船 に よ っ て建 造 しだ21。だ が,
鉱油 兼 用 船 が 機 能 す る た め に は,鉄 鉱 石 ばか りで な く,同 時 に原 油 につ い て ・も
安 定 的 な積 荷 の見 通 しが な けれ ば な らず,そ こに こそ総 合 商社 た る三 菱 商 事 が
介在 す る必 然性 が あ った 。 鉱 油兼 用船 の 建造 ・就 航 は,鉄 鋼 企 業4社 や シ グナ
ル ・オ イル社,お よび 同 じ三菱 系 企 業 集 団 に属 す る 日本 郵 船 ・三 菱 重 工 を ,三
菱 商 事 が 組 織 す る こ とに よ って は じめ て実 現 した とい え る。
_.ブ ラ ジ ル
ー オ ー ス ト ラ リ ア


























































12)以後 の兼用船の多 くがいずれかの鉄鋼企業の単独積荷保証の もとに建造された ことを考 えれば,
最初の2隻 の建造が 日本鉄鋼全集 の共 同事業 としての性格 をもっていた ことがわかる。
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第6表 船型別 フ レー トー覧
積 地 揚地 距 離(カイリ)
60型
バ ラ
才 一 ス ト 日本 3,700 100
ラ リ ア 欧州 11,450 185
米国 11,980 185
ブ ラ ジル 日本 11,600 一
欧州 5,240 134
米国 4,580 117
ア7リ カ 日本 11,400 一
欧州 3,300 97
米国 4,150 110
ス ウ ェ ー 日本 15,700 一
デ ン 欧州 1,140 62
米国 4,700 128
75型100型160型250型
鉱石 鉱油 鉱石 鉱油 鉱石 鉱油 鉱油
84-81一 一
96
一 一 一1881一 一 一
一 一56一 一 一 一
注Dオ ース トラリアー日本,60型を1001_する指数。
注2)「 バラ」はバラ積み船,「鉱石」は鉄鉱石専用船,「鉱油」は鉱油兼用船。
出所)浜 雄一.郎「日本鉄鋼業と豪州鉄鉱石」小島清編 「西太平洋経済圏の研究 第2巻一 資源
問題からみた日豪関係」 日本経済研究センター,1974年g
三 菱商 事 は イ タビ ラ鉄 鉱石 の 取扱 で65年5万4,000トン,4.6%か ら翌年 の66
年 に は29万7,000トン,18.3%へと大 き く実 績 を伸 ば した(第7表)。 この 理 由
と して は,ま ず,そ れ まで 全体 の80%以 上 の 取扱 が 幹 事 商社 の岩 井 産業(68年
10月,日 商 と合 併 して 日商 岩 井 と な る)1社 に集 中 して いた の で,山 元 お よ ひ
鉄 鋼 企業 が 窓 口商社 を分 散 させ た とい う こ とが考 え られ る。 しか しそ れ に もま
して,三 角 輸 送 の実 現 が 三 菱 商 事 の取 扱 シ ェ ア を拡 大 させ た決 定 的 条 件 で あ っ
た 。
そ の後 大 手 総 合商 社 に は コ ン ビ ネー シ ョン輸送 の仲 介 を 求 め る海 運 企 業 な ど
が 日参 した が,こ の こ とは 当時 コ ン ビネ ー シ ョン輸 送 を 組織 す る こ とは海 運 企
業 単 独 で は で きず,総 合 商 社 固有 の機 能 と して認 め られ て い た こ とを意 味 して
い る 。 コ ン ビネー シ ョ ン輸 送が 成 立す るた め には鉄 鉱 石,石 油,海 運 とい った
複 数 の産 業 部 門 に ま たが る取 引 関係 や 海外 企 業 との取 引 関係,す な わ ち 取扱 地
80(408)
年度
岩 井 産 業
日 商
三 菱 商 事
伊 藤 忠
三 井 物 産
丸 紅





























967 19681969 19701971 1972 1973
9.3 37.2
3.3 1.9
39.338.7 41.ユ 41.0 39.7
5.6 19.6 ユ9.o 19.8 18.0 18.4 ユ8.3
5.4 10.6 9.3 9.6 10.ユ 8.9 8.9
0.2 10.2 11.O ユ0.7 9.6 8.2 7.9
4.6 4.4 4.1 4.6 4.9 5.0 5.2
1.9 2.6 3.6 2.5 2.3 2.8 3.1
9.9 13.4 13.6 14.2 ユ4.ユ 15.6 17.1
(4) (8) (8) (8)(10)(ユ2) (ユ3>




域 の グ ロ ーバ ル化,取 扱 商 品 分 野 の多 角化 が 必 要 で あ る。
取 扱 地 域 の グ ロー バ ル化 と取 扱 商 品分 野 の 多 角化 とは,総 合 商 社 が60年代 の
鉄 鉱 石 輸 入 に対 応 で きた理 由で もあ る。 とい うの は,第 一 に,遠 距 離 供 給 源 で
開 発 プ ロ ジ ェ ク トに参 加 す る に は い ち早 く新 規 開発 な どの情 報 を入 手 す る必 要
が あ り,こ のた め に世 界 各 地 に海 外 支 店,現 地 法 人 な どの拠 点 を も って い る こ
とが 必要 とな る。 第 二 に,開 発 プ ロ ジ ェ ク トの大 規模 化 に と もな っ て付 随 取引
され る商 品 も多様 化 して くるが,総 合 商社 は 開発 プ ロ ジ ェ ク トを実 行 す る た め
に必 要 な企 業 を探 し,こ れ に参 加 させ な けれ ば な らな い 。 も し適 当 な企 業 が見
つ か らな い 場 合 は 自 ら代 行 す る こ とに な る。
総 合 商社 は い ず れ もこの よ う な企 業 間 結 合 を形 成 して い るが,三 菱 商 事 はそ
れ を もっ と も早 くか ら形 成 し,コ ン ビネ ー シ ョ ン ・デ ィー ル13)など の形 態 で 積
13)三菱商事のコンビネーション・ディールとは,た とえば以下のようなものである。「昭和34年,






極 的 に活用 して きた・ 同社 が最初 に ・・ビネーシ ・ン輸 送を実現 したの ば遠
距離 給 源へ の依存度 が高か ・たか らだ けで はな く高 のような企網 結 合 を
活用で きたか らであ る。
3)開 発 輸入 プロジェク トへの投融資 .
60年代以降の 日本 の鉄鉱石 開発輸入 の支配 的形態 は開鯵 加方式で あ るが
,
すべ ての地域で 開発 参加 方式 が とられたわ けで はない.た とえば,オ ー ス ト。
リアで は同醐 にマ ウン トニ ・一一マ ・,ハ マス ・一,ゴ ー ルズ ・一 ジ「 。一
ブ リバー の四大鉄 鉱山開発 プロジェク トが進行 し
,こ の うち ゴールズ ワー ジー
を除 く3つ の プロジ・ク トに 躰 企業が資本参加 したが
,イ ・ ドや ブラジルで
は 日本 企 業が資本 参加 す るプ ・溢 ク トはわずか であ る
.両 国で 鰍 鋤 開
発'販 売 をそれぞれMMTC社(Th・Mi…al&M ・・。1,T,ad・。gC。.P)およ
び リ押 セ社(Ci・V・1・d・Ri・D・ceS.A.)と・・う国策会社 の主導 で進 め,
海外か らの融資 は受 け入れたが・外 国企業の資 本参加 は自国の資源主権 を脅 力、
す おそれが あ ると して認め ないか,ま た1ま制限 していた・,.一方,か ス トラ
リアで は欧米 資源 企業 の資 本参加 が認 め られ,開 発 プ ロジェク トが 国際 コ ン
ソー シアム方式 に よ・て経営 され た・ この よ うに瀾 発輸 入の形態 の違 いは現
地国政府 の政策 に規定 され ている。
日本企業 の開発 参加 に さい しての出資 は日本への安定 的資源輸入 を 目的 と し
た ものであ り・鋤 部 門で の利益 を狙 ・規 ので はない1・,。 この点か らみ れば
融韻 鉱 翻 発参加 も同 じ灘 を果た してお り,両 者 のあいだ に本質 的な違 、、
はない。む しろ 日本企業 に とっては リス クを負担す ることにな る資 本参加 はな
隷 畿 蝶 蹴 惣 芸碁蹴 野・一 一ジ… の・・な相　 ・14繍饗象三∫憂欝 ぎ蕪 麟 織 瓢 ㌍
管軽撫子
15'
r燃 羅 藩 灘 麟 蕪 警士てい・嶋 青・・本・資縢 ・海外投・・上・」
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るべ く避 け る方 が 有 利 で あ る。 そ の た め 山元 が 要 請 した場 合 にの み 出資 し,持
株 比 率 も少 数 で あ る こ とが 一 般 的 で あ る。
た とえ ば ハ マ ス レー の場 合 山 元 で あ る合 弁 企 業 ハ マ ス レ一 社(Hamersley
HoldingsLtd.)の設 立 当 時(62年),出 資 比率 はCRA社(ConzincRiotintof
Australia=イギ リス 系)54%,カ イザ ー ・ス チ ー ル社(KaiserSteelCorp.=
ア メ リカ)36%,現 地 資 本10%で あ り,日 本 企 業 は参 加 して い な か った 。 ハ マ
ス レー は プ ロ ジ ェ ク ト開 始 後 数 年 で 世 界 最 大級 の 鉄鉱 山 とな ったが ,そ の供 給
先 は大 部 分が 日本 へ の 輸 出 で あ った 。 そ の後 ハ マ ス レ一社 は 日本 鉄 鋼 産 業 の 成
長 持 続 を前 提 と して パ ラバ ドゥ鉱 区 の拡 張 プ ロ ジ ェク トに 着 手 した が ,72年か
らの 日本 鉄鋼 産 業 の不 況 に よ っ て打 撃 を受 けた 。 三菱 商事 ,丸 紅 の総 合 商 社2
社 と高 炉 メー カー6社16,はハ マ ス レ一社 の要 請 で 同 プ ロ ジ ェ ク トに資 本 参 加 す
る こ と に な り,73年5月 に6.2%の株 式 を カ イ ザ ー ・ス チ 一一ル杜 よ り引 き受 け
て い る。 この と き買 取 価 格5,850万米 ドル につ い て10.6%相当 の 印 税 を 同社 が
負 担 して い る こ とか ら,ハ マ ス レー社 は資 金事 情 の直 接 の改 善 よ り も日本鉄 鋼
産 業 へ の鉄 鉱 石 の 引取 保 証 を ね らった もの とみ られ る。
総 合 商社 に よ る資 本投 下 は,激 しい設 備 投 資 競 争 の ため に資 金 不 足 で あ る鉄
鋼 企 業 の 肩 代 わ りの意 味 を もつ1㌔ した が って,投 融 資 の この よ うな 受動 的 ・
限 定.的性 格 は 鉄 鋼 企 業 も総 合 商 社 も共 通 して い る。
だ が,鉄 鋼 企 業 が共 同購 入 の 体制 を と って お り,個 別鉄 鋼 企 業 間 の 関係 は協
調 的性 格 が 強 い の に た い して,総 合 商 社 に とらて は プ ロ ジ ェ ク トへ の 出資 が 幹
事 商 社 と して の地 位 を確 認 す る意 味 を もつ 。 この こ とは総 合 商 社 間 の競 争 に お
い て 決 定 的 な 条件 な の で,総 合 商社 は こ う した機 会 を む しろ積 極 的 に生 か さ ね
ば な らな い 。 資 本 参 加 が 許 され るか ど うか は 山元 の 事 情 に 依存 す るが ,山 元 か
16)新 日鉄,日 本鋼管.川 崎製鉄,住友金属.神 戸製鋼,日 新製鋼の6杜 。
17)日本製鋼連 盟 「鉄鋼10年史 一 昭和43年～52年』1981年,253ペー ジ参照。なお60年代におい
ては総合商社が単独で出資する形態か・一般的だが,70年代に実施 ・計画されたプロジェク トでは
鉄鋼企業 との共同投資の形態 となっている。これは,60年代 に比較 して鉄鋼企業の資金事情が好
転 したことを反映 している。
原料開発輸入体制の形成史における商社 ・メー カー 協調(411)83
ら参加 を要請 された場合 には鉄鋼 企業の肩代わ りをす るこ とが幹事商社 に求め
られ るため,.その場合 を想定 して幹 事商社 には一定の資 金調達 能力,借 入金 の
金利負 担 に耐 え うる財務体質が必要 とされ る。
商社 が開発輸入 プロジ ェク トへ の投融資 をお こな う場合,資 金調達 は通常 日
本輸 出入銀行(以 下輸銀 と略)が 幹事 とな って都市銀 行な どで協調 融資団 を組
織 してなされ ていだ8,。第8表 によれば,融 資先企業 は,50年代 にお いて はそ
の多 くは鉄鋼企業系列の鉱山企業 または鉄鋼専 門商社であ るが,融 資承諾 額は
小規模 であ る。 それにたい して融資承諾額が10億円 を超 え る巨大 な ものは,59
年三菱 商事 の アタカマ(チ リ〉,66年三菱商事 ・住 友商事 のサ ベー ジ リバー,
67年三井物産 ・伊藤忠の マ ウン トニ ューマ ン,70年三井物産の ロー ブ リバ ーお
よび三 菱 商事 ・丸 紅の ハ マ ス レー ・パ ラバ ドゥ鉱 区 くいずれ もオー ス トラ リ
ア〉 の6件 であ り,総 合商社 が投 融資 主体 とな っている大 規模 プ ロジ ェク トで
あ る。
総合 商社 が鉄鉱石輸入の条件変化 に対応で きた理由の第三は,資 金 調達 能力,
または投 融資 リスクや 金利 負担 に耐 え うる財務体 質にあ る。開発輸入 プロジェ
ク トの大規模化 に ともない,こ れを担 うため に要求され る資金調達能力 もます
ます大 きくな り,鉄 鋼専 門商社 に よる投 融資は困難 にな った。
反対 に,50年代の鉄鉱石 開発輸入の担 い手で あった鉄鋼専門商社 は,こ の よ
うな条件 を もた なか った ため60年代 には開発輸 入 の主体 と して存 続 しえ な く
な ってい った。次第では この点を木下座商の分析 を通 じて詳 しくみ てみ よ う。
III鉄鋼専門商社の限界一 木下産商を中心に
木下商店 は戦後三井物産,三 菱 商事 の解散 によって鉄 鋼流通 が混乱 していた
もとで八 幡製鉄,富 士 製鉄両社の指定問屋 とな り,国 内流通 を基礎 と しなが ら
原料輸入,製 品輸 出へ と進 出 し,急 成 長 を遂げた鉄鋼専 門商社であ る。
18)総合商社の海外資源開発 にたいす る輸銀融資の役割について触 れた もの としては,杉 野 幹夫
「総合商社の市場支配1大 月書店,1989年,がある。
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相 手 先 融資形式 融資承諾額
ゴ ア(シ リガオ お よび コス テ ィ) 輸 出 428
香港(馬 鞍山) 投 資 134
ゴ ア(シ リ ガオ お よび コス テ ィ)(追 加) 輸 出 38
フ ィ リ ピン(ラ ラ ップ). 輸 出 518
マ レー シ ア(タ マ ンガ ン) 輸 出 904
マ レー シ ア(エ ンダウ) 輸 出 105
マ レー シア(タ マ ンガ ン)(追 加) 輸 出 39
ゴ ア(シ リガ オお よ び コス テ ィ)(追 加) 輸 出 500
ゴ ア(シ リガ オお よ び コス テ ィ)(追 加) 輸 出 144
マ レー シア(タ マ ンガ ン)(追 加) 輸 出 206
チ リ(ア タカマ) 輸 入 1,461
チ リ(ア タカマ) 投 資 66
マ レー シア(ポ ンテ ィア ン) 輸 入 ユ87
マ レ ー シ ア(ポ ン テ ィ ア ン) 投 資 6
ゴ ア(サ ン コルデ ム他) 輸 出 221
マ レー シ ア(ロ ンピ ン) 輸 出 284
イ ン ド(キ リブ ル) 輸 出 698
ゴ ア(ベ ッー ル ・ア ルバ リテ ンポ) 輸 入 ユ13
マ レ ー シ ア(ウ ォ ー デ ィ バ ー ン) 輸 出 62
チ リ(ア タカマ)(追 加) 輸 入 497
イ ン ド(キ リブ ル)(追 加) 輸 出 256
マ レー シ ア(ロ ンピ ン)(追 加) 輸 出 22
イ ン ド(キ リブ ル〉(追 加) 輸 出 94
イ ン ド(ゴ ァ=サ ンコ ルデ ム他)(追 加) 輸 入 200
イ ン ド(バ イ ラデ イ ラ) 輸 出 1,990
オー ス トラ リア(サ ベ ー ジ リバ ー) 投 資 3,339
イ ン ド(バ イ ラデ ィラ)(追 加) 輸 出 40
イ ン ド(バ イ ラデ ィラ)(追 加 〉 技 術 68
オ ー ス ト ラ リ ア(マ ウ ン トニ ュ ー マ ン) 投 資 3,743
ア ンゴ ラ(カ シ ンガ) 輸 出 536
オ ース トラ リア(マ ウ ン トニ ュー マ ン)(追 加) 投 資 950
オ ー ス トラ リ ア(ロ ー ブ リ バ ー) 投 資 19,604
パナマ(砂 鉄) 投 資 744
イ ン ド(ゴ ァ=サ ン コルデ ム他 〉(追 加) 輸 出 576
オー ス トラ リア(パ ラブ ル ヅー) 輸 出 1,225
単 位:百 万円
「技術 」は技術提供金融。
日本輸 出入銀行 「20年の歩 み」1971年。
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木下商店 が51年か らと りくんだ フ ィリピンの ララ ップ鉄 鉱山 の開発 は,商 社
参加 の鉄鉱 山開発 プロジェ ク トの原型 とされ る ものであ り,同 社 の成 長の契機
とな った。当時 日本 の鉄鉱石輸入総量 が年 間400万トン程度 にす ぎない もとで ,
この鉄 鉱 山は年 間100万トンを産 出 した。 木下商店 は55年にそ の一手輸 入契約
を結 ん でい る。同社 の64年度 の鉄 鉱石取 扱高 は600万トンを超 えて 日本 の全 輸
入量 の20%以上 を占め,商 社 中 工位 であ った19)。
60年,木下商店 は八幡製鉄,富 士製鉄 および取 引銀行 の協 力 を得 て資本金20
億 円で貿易 商事部門 を木下産商 として独立 させ,総 合 商社化へ の指 向を うちだ
した。 木下座商は 日本 とイ ン ドネシアとの賠償協定 に もとつ く同国への船 舶輸
出 を取 り扱 い,こ れを足場 と して機械,木 材,農 水産物 ,繊維 な どの分野 へ多
角化 にの りだ した。
鉄 鋼業 界で は公販制度が動揺 ・崩壊 しつつ あ り,61年秋の金 融引締め を きっ
か けに多 くの品種 で在庫 が膨張 す ると,鉄 鋼分野 に特化 していた多 くの鉄鋼専
門商社が 大打 撃を受 げるこ ととな った。木下産商 も鉄鋼製品価格 の下落 に よる
利益 の減少や問屋金 融の金利負担増 に直面 した。 これ に加 えて鉄鉱石開発輸入
に と もな う金利負担 のため に同社 の経営 は悪化 し,そ の後八幡 製鉄,富 士製鉄,
富士 ・三菱両銀行 のあ っせんに よって,65年6月,営 業権譲 渡の形 態で 三井 物
産 に吸収 された。
三井物 産が木下産商吸収 を決断 した最大 の動機 は、同社の鉄鉱石 商権 の継承
に あ った。その ことは社 史の次 の記述 に も表れてい る。「この合併 の最大 の メ
リッ トは,い うまで もな く鉄鋼原料 つ ま り鉄 鉱石 の輸入お よびその関連分 野 に
おけ る貴 重 な商権 が継承 しうることにあ った。… …(中 略)… …両社が合併 す
れ ば,そ の取扱 は約1,000万トンとな り,全 体 の30%を占め るこ とが確 実で あ
るば か りで な く,ひ いては運輸 保険,造 船部門 など広 く関連事業の商権拡充
に も役 立 ち,非 常 に大 きな合併効果 を もた らす ことが期待 された。短期 的 にみ
て も,こ の分野の商権 はほぼ確 実 に全部継承で きるだ けでな く,長 期 的 にも開
19)日本経営史研究所編 「稿本三井物産株式会社100'史1下,1978年,357ベージ。
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発 輸 入 構 想 や 長 期 契 約 な ど,木 下 の布 石 に は み るべ き ものが 多 か っ た」2%当
時 三井 物 産 は 鉄 鉱 石 輸 入 につ い て シ ェア8%程 度 で,木 下 産 商,三 菱 商 事 につ
い で3位 で あ った が,こ れ 以 後 ユ位 の座 を 占め つづ け る こ とにな る。
前節 にお い て,60年 代 の 鉄 鉱 石輸 入商 社 に求 め られ た機 能 と して,取 扱 地 域
の グ ロー バ ル化,取 扱 商 品 分 野 の多 角 化,財 務 体 質 の3点 を あ げ た。 木 下座 商
の場 合,第 一 に,東 南 ア ジ ア の ほか オー ス トラ リア の ロ ー ブ リバ ー の 開 発 を 手
が けて は いた もの の,こ の プ ロ ジ ェ ク トは三 井 物 産が 開発 に成 功 した もので あ
り,木 下 座 商 は 出荷 まで 担 う能 力 を もた なか った 。第 二 に,同 社 の63年の取 扱
高 構 成(第4-a図)は,鉄 鋼 製 品,鉄 鋼 原料 が 約7割 で あ り,三 井 物 産(第
4-b図)と 比 較 す る と鉄 鋼 分 野 に偏 重 した 構 成 で あ る。 第 三 に,財 務 体 質 の
弱 点 こそ が木 下 座 商 の鉄 鋼 専 門 商社 と して の 限界 を規 定す る直接 ・最 大 の要 因
で あ る。 木 下 産商 は 当時 総 合 商 社 化 の途 上 に あ った の で,鉄 鋼 分 野 に特 化 して
い た多 くの鉄 鋼 専 門 商社 とは若 干異 な る面 を もつ21)。しか しそれ は端 緒 的 な段
2① 同上g
21)木下産繭は機械分野な どの取引 も拡大 してお り,鉄 鋼分野での損失 をほかの分野で補 うこと/
原料開発輸入体制の形成史における商社 ・メーカー協調(415)87
階 に とどま ってお り,結 局 は鉄 鋼専 門商社 と しての限界 を克服す ることがで き
ず に,ほ かの総合商社 に吸収 され るこ とにな った。
木下産 商の三井物 産への吸収 は,八 幡製鉄,富 士製鉄な どの鉄鋼 企業が,鉄
鋼専 門商社 の強化 に見切 りをつ け,総 合 商社 の利用へ と踏み切 った ことを示 す
もの にほかな らない。50年代 に鉄鉱石輸入 を担 った鉄鋼専 門商社 の うち,主 要
な ものは木下座商 と同様 に総合 商社 に吸収 されてい く。東通 は,65年不 況の な
かで 山陽特殊鋼が倒産す ると,同 社へ の売上債権 の焦 げつ きをきっか け と して
経営危機 に陥 り,日 本鋼管,東 京銀行,富 士銀行 の仲介によ って,66年,丸紅:
に吸収合 併され た。 また,フ ィリピンの シブゲ イ鉱山の融資買鉱 にかか わ って
きた南洋物産 は,60年には同プ ロジ ェク トを三井物産 に譲 渡 した うえで73年丸
紅 に吸 収合併 された。
他方,各 鉄鉱 山の下位 窓口商社 と して,そ の後 も多数の鉄鋼専 門商社が存 続
してい る(第9表)。 これ ら下位商社 は,第 一 に,取 扱量 におい て総合 商社 に
くらべ て不安 定で あ る。 多 くの鉄鉱 山につ いて総 合 商社(幹 事 商社)の 取扱
シ ェアは比較的安 定 して い るが,下 位 窓 口商社 は変動が 激 しい。 た とえば,
ゴールズ ワー ジー(オ ー ス トラ リア)で は68年度の段 階で窓 口商社 は十数社 存
在 したが,70年以降 山元や鉄鋼企業 の意 向 によって9社 に整理 され,93年現 在
総 合商社3社 を含 む7社 に絞 られてい る。 商社 の輸入取扱 シェアは,鉄 鋼企業
による割 当制であ るためにつね に不安定 さを内包 してお り,幹 事 商社 で ない 窓
口商社 の地位 は尊重 され ないのであ る。
第二 に,に もかか わ らず鉄鋼専 門商社 が鉄鉱石輸入商社 として存続 してい る
のは,そ の こ とが鉄鋼企業 に とって利益 になるか らであ 否。鉄鋼 企業 は,自 ら
の鉄 鉱石輸入 の大部分 を少数 の総合商社 に握 られ ることは総合商社 との対抗 上
不利で あ るか ら,輸 入の一定部 分を必ず専 門商社 に割 り当 ててい る。 また,こ
の時期以 降鉄鋼企業 自らが分 身 としての 「メーカー商社」 を育成 し,総 合商社
＼がで きた。 イン ドネシアへの建設資材の輸出など開発建設 プロジェク トを媒介する能力があっ












(単f立 干 トン)オース トラリア鉄鉱石銘柄別窓 口商社一覧 〔1973年度)第9表
銘柄
商社
マ ウ ン ト
ニ ュー マ ン ハ マ ス レ ー
ロ ー ブ
リ バ ー
ゴ ー ル ズ
ワ ー ジ ー
サ ベ ー ジ
リ バ ー 1そ の 他 合 計
三 井 物 産 鍵 一 堕 825 一
一
ユ5,273
丸 紅 45 鍵 一 巡 『 一 11,753
三 菱 商 事 団 一 唖 10,032
伊 藤 忠 商 事 塾 一 一 一 152 4,886
住 友 商 事 2,464 370 　 一 鎖 1,000 4,459
日 商 岩 井 812 一 一 巡 568 3,982
東 京 貿 易 624 110 一 213 2,489 3,436
.川 鉄 商 事 1,162 491 一 一 1,653
山 本 産 業 1,434 一 138 一 　 1,571































































































































































































64,3975,3212.5002,500合 計 21,344 19,178 8,186
注)下 線は幹事商社。
資料)「 輸入鉄鉱石年鑑』テ ックスレポー ト,且973年度 版 よ り作 成 。
原料開発輸入体制の形成史における商社 ・メーカー協調 〔417)89
に対抗 させ は じめた。六大総合 商社へ の集 中傾向が70年代 に鈍化 し,そ れ 以上
進行 しないの は このた めで ある。 これは総 合商社 への集中が鉄 鋼企業の利害 に
反す る側面,鉄 鋼企業 に よる総 合商社 への対抗 をあ らわ してい るが,こ の側面
にか ん して は稿 を改めて論 じるこ ととす る。
